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2 令和 2 年海難の現況と対策 

 はじめに 

海は、海上交通や漁業、マリンレジャーといったさまざまな活動の場として利用さ

れ、私たちにとって身近な存在ですが、時に衝突、転覆等の船舶海難やマリンレジャー

中の海浜事故等の人身海難が発生する危険な場所でもあります。 

海上保安庁においては、船舶交通の安全確保や海浜事故防止に関する様々な対策を

講じるとともに、国民の皆様に海の危険性や自己救命策確保の必要性についても周知・

啓発活動を行い、海難の未然防止に努めています。 

また、不幸にも海難が発生した場合に備え、救助体制の充実強化、民間救助組織等と

の連携・協力に努め、海難発生時には迅速かつ的確な捜索救助活動を行い、一人でも多

くの人命、財産を救助することに全力を尽くしています。 

 

 海難定義・海難種類等 

本書で扱う海難の定義、海難種類等は次のとおりです。 

 

１ 海難定義 

船 舶 海 難 

海上において船舶に次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 

 衝突・乗揚・転覆・浸水・爆発・火災・行方不明 

 機関、推進器、舵等の損傷又は故障その他運航不能等 

人 身 海 難 

海上又は海中において次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 

 船舶海難によらない乗船者の海中転落、負傷、病気、中毒等 

 海浜等において発生した乗船者以外の者の負傷、溺水、帰還不能等 

（マリンレジャーに伴う海浜事故とマリンレジャー以外の海浜事故に区分） 
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２ 海難種類 

ア 船舶海難 

海 難 種 類 細 分 類 内    容 

衝 突 － 船舶が他の船舶に接触し、いずれかの船舶に損傷が生じたことをいう。 

単 独 衝 突 － 船舶が物件に接触し、船舶又は物件に損害が生じたことをいう。 

乗 揚 － 

船舶が陸岸、岩礁、浅瀬、捨石、沈船等水面下にあって大地に直接又は間

接的に固定している物に乗揚げ、乗切り又は底触して船舶の航行に支障が

生じたことをいう。 

転 覆 － 
船舶が、外力、過載、荷崩れ、浸水、転舵等のため、ほぼ 90 度以上傾斜

して復原しないことをいう。 

浸 水 － 船外から海水等が浸入し、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

火 災 － 船舶又は積荷に火災が発生したことをいう。 

爆 発 － 
船舶において、積荷、燃料、その他の爆発性を有するものが、引火等によ

って爆発したことをいう。 

運 航 不 能 

推 進 器 障 害 
推進器及び推進軸が、脱落し、若しくは破損し、又は漁網、ロープ等を巻

いたため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

舵 障 害 
舵取機及びその付属装置の故障、舵の脱落又は破損により、船舶の航行に

支障が生じたことをいう。 

機 関 故 障 
主機等推進の目的に使用する機械が故障し、船舶の航行に支障が生じたこ

とをいう。 

機 関 取 扱 

不 注 意 

機関は故障していないが、機関の取扱不注意のため、航行不能となったこ

とをいう。 

バ ッ テ リ ー 

過 放 電 

機関の運転に必要なバッテリーが過放電したため、船舶の航行に支障が生

じたことをいう。 

燃 料 欠 乏 
機関の運転に必要な燃料が欠乏したため、船舶の航行に支障が生じたこと

をいう。 

ろ・かい喪失 ろ・かいが喪失したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

無 人 漂 流 

（係留不備） 
係留索の解らん又は切断による船体の漂流等をいう。 

無 人 漂 流 

（海中転落） 
操船者の海中転落による船体の漂流等をいう。 

操船技能不足 カヌー、ヨット等の操船者の操船能力不足のため、漂流したことをいう。 

有 人 漂 流 
乗船中の操船者が船舶海難によらない死亡又は傷病等のため、漂流したこ

とをいう。 

船 体 傾 斜 船体が傾斜したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

走 錨 走錨により、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

荒 天 難 航 荒天の影響のため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

そ の 他 運航不能のいずれにも属さないものをいう。 

そ の 他 

船体行方不明 船舶が行方不明となったことをいう。 

船 位 喪 失 自船の船位が不明のため、救助を求めた場合をいう。 

そ の 他 その他のいずれにも属さないものをいう。 
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イ 人身海難 

事故内容 解  説 

海 中 転 落 船舶から、陸岸等からを問わず、海中への転落をいう。（自殺を除く。） 

負 傷 医療機関において治療を要する程度のものをいい、傷害を含む。 

病 気 
医療機関において治療を要する程度のものをいう。なお、病気の発生により海中転落、溺

水、帰還不能等に陥った場合は、病気とせずにそれぞれの内容に分類。 

中 毒 
ガス、酸欠又は食べ物等による中毒であって、医療機関において治療を要する程度のも

のをいう。 

自 殺 自殺の場合をいう。（未遂の場合を含む。） 

溺 水 海で溺れた場合をいう。（海中転落を除く。） 

帰 還 不 能 漂流、孤立等により保護が可能な陸岸に戻れない状態となった場合をいう。 

そ の 他 いずれにも属さないものをいう。 

 

ウ 船舶の用途 

用  途 詳  細 解  説 

貨 物 船 － 推進機関を有する船舶で、専ら貨物の輸送に従事するものをいう。 

タ ン カ ー － 
推進機関を有する船舶で、その貨物倉の大部分又は一部分がばら積

みの液体物質の輸送のための構造を有する船舶をいう。 

旅 客 船 － 

旅客定員（船舶検査証書、臨時変更証又は船舶検査手帳に記載され

ている最大搭載人員をいう。）が 12 人を超える船舶で、人の輸送に

従事するもの及び旅客定員 12 人以下の船舶で、旅客運送事業に従

事するものをいう。 

作 業 船 － しゅんせつ船、くい打ち船、起重機船、警戒船、潜水作業船をいう。 

漁 船 － 
漁船法第２条第１項に規定する「漁船」及び外国人漁業の規制に関

する法律第２条第７号に規定する「外国漁船」をいう。 

遊 漁 船 － 
遊漁船業の適正化に関する法律第２条第２項に規定するものをい

う。 

プレジャー

ボ ー ト 

クルーザーボート 内燃機関を動力とするボートであって、船室を有するものをいう。 

モ ー タ ー ボ ー ト 
内燃機関を動力とするボートであって、船室のないものをいう。 

（リジッドタイプのミニボートを含む。） 

クルーザーヨット 船室を有する帆走艇をいう。 

ディンギーヨット 船室を有しない帆走艇をいう。 

カ ヌ ー カヌー等軽量で人が持ち運びできるパドルで漕ぐ舟艇をいう。 

ゴ ム ボ ー ト 
推進機関の有無を問わずゴムでできたボートをいう。 

（インフレータブルタイプのミニボートを含む。） 

水 上 オ ー ト バ イ 小型船舶安全規則第２条第２項に該当する水上オートバイをいう。 

そ の 他 － 練習船、監視取締船、軍艦等上記の用途に区分できないものをいう。 
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第１章 令和２年の海難概況 

１ 令和２年の船舶海難及び人身海難 

令和２年に海上保安庁が認知した船舶海難隻数は1,961隻で、船舶海難に伴う死者・

行方不明者は97人でした。船舶海難隻数は、直近の５年間（平成28年以降）で最も少

なかったものの、船舶海難に伴う死者・行方不明者数は、令和２年９月に奄美大島沖

で発生した貨物船の海難で１人が死亡、40人が行方不明になったことが影響し、直近

５年間で最も多くなりました。 

また、海上保安庁が認知した人身海難者数は2,605人で、人身海難に伴う死者・行

方不明者数は1,011人でした。事故者数及び死者・行方不明者数は、ともに直近の５

年間で最も少なくなりました。 

【船舶海難発生状況】 【人身海難発生状況】 

  

２ 令和２年の海難の特徴 

（１）船舶海難ではプレジャーボートによる運航不能（機関故障）が著しく増加 

令和２年の船舶海難の上位を占めるプレジャーボート、漁船、貨物船のうちプレ

ジャーボートのみが令和元年よりも増加し、特に運航不能（機関故障）は令和元年

よりも 37 隻増加しました。これは、新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐため、

３つの密（密閉・密集・密接）を避けることができる屋外レジャー活動でプレジャ

ーボートを選び、利用する人々が増加したことによるものと考えられます。 

また、運航不能（機関故障）となったプレジャーボートを対象に詳細調査（バッ

クグラウンド調査）を実施した結果、発航前に検査していても海難を防ぐことがで

きなかったプレジャーボートが７割以上もあったことがわかりました。 

2,014 

1,977 

2,189 

2,058 

1,961 

56

82

75

64

97

40

60

80

100

1,900

2,000

2,100

2,200

H28 H29 H30 R1 R2

船舶海難隻数 死者・行方不明者数

2,660 
2,633 2,626 2,616 2,605 

1,092 1,071 

1,040 
1,058 

1,011 

800

900

1,000

1,100

2,400

2,500

2,600

2,700

H28 H29 H30 R1 R2

事故者数 死者・行方不明者数

（隻） （人） 



第１章 令和２年の海難概況 

 

令和 2 年海難の現況と対策 7 

 

【船舶種類別発生状況】 【プレジャーボート海難種類別発生状況】 

  

（２）人身海難では遊泳中の事故が著しく減少 

令和２年のマリンレジャーに伴う海浜事故者数は 845 人で、令和元年の 798 人

よりも 47 人増加しました。しかしながら、活動内容別でみると、遊泳中の事故者

は令和元年よりも 38 人減少しました。これは、海水浴場の混雑により新型コロナ

ウイルス感染リスクの高まりや監視・救助体制を整えることが難しいことなどの理

由により海水浴場が開設されなかったことで、海水浴を楽しむ人々が減少したこと

によるものと考えられます。 

【区分別発生状況】 【活動種類別発生状況】 
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第２章 海上保安庁の政策目標及び達成状況 

海難の現況を踏まえ、海上保安庁では次のとおり政策目標を設定し、海難の減少に向

け各種施策を講じています。 

 

１ 第10次交通安全基本計画 

交通安全対策基本法に基づき中央交通安全対策会議において作成された「第10次交

通安全基本計画（計画期間：平成28年度から令和２年度）」では、「海難等のない社会

を目指して」を基本理念とし、海上交通の安全について、次のとおり目標が定められて

います。 

（１）目標１ 

2020年代中に我が国周辺で発生する船舶事故隻数（本邦に寄港しない外国船舶

によるものを除く。以下同じ。）を第９次計画期間の年平均（2,256隻）から約半減

（約1,200隻以下）することを目指すこととし、我が国周辺で発生する船舶事故隻

数を令和２年までに少なくとも2,000隻未満とする。 

【達成状況】 

令和２年の船舶事故隻数は、1,954隻で第10次計画期間における目標（2,000隻

未満）を達成しました。 
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（２）目標２ 

ふくそう海域※における、情報の聴取義務化の施策等により低発生水準となった

衝突・乗揚事故の発生率（通航隻数100万隻当たり76隻以下）を維持確保するとと

もに、航路閉塞や多数の死傷者が発生するなどの社会的影響が著しい大規模海難の

発生を防止し、その発生数をゼロとする。 

※東京湾，伊勢湾，瀬戸内海及び関門港における船舶が多数通航する海域 

【達成状況】 

令和２年においては、ふくそう海域における衝突・乗揚事故の発生率は通航隻

数100万隻あたり52隻となっており、低発生水準を維持し、また平成22年から引

き続き令和２年においても大規模海難の発生はゼロとなっており、目標を達成し

ました。 

 H28 H29 H30 R1 R2 

100 万隻当たりの事故隻数 76 59 59 48 52 

大規模海難の発生数 0 0 0 0 0 

対象海域    : 航路及び航路付近海域(海上交通センターのレーダーサービスエリア) 

          ただし、名古屋港海上交通センターの全海域及び関門港以外の港域を除く 

対象事故隻数  : 総トン数100トン以上の船舶又は AIS 搭載船舶 

 

（３）目標３ 

海難等における死者・行方不明者を減少させるためには、高い救助率を維持確保

することが重要であることから、救助率95％以上とする。さらに、個別目標は次の

とおりとする。 

  【個別目標】  

    ・20トン未満の船舶からの海難による海中転落の救助率35％以上 

    ・海上保安庁が認知した船舶事故及び船舶からの海中転落事故のうち、海難発

生から２時間以内に認知したものの割合（以下「２時間以内関知率」という）

85％以上 

【達成状況】 

令和２年の要救助海難に対する全体の救助率は 95％となっており、目標を達

成しました。 

また、令和２年の 20 トン未満の船舶からの海中転落の救助率は 41％、２時間

以内関知率は 80％でした。 
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【２時間以内関知率】 

 

※プレジャーボート等：プレジャーボートと遊漁船 
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２ 第４次交通ビジョン 

平成30年４月20日、交通政策審議会から船舶交通安全等に係る海上安全政策につ

いて、おおむね５年間における基本的な方向性及び具体的な施策が、第４次交通ビジ

ョンとして答申されました。 

この交通ビジョンに示された船舶事故に係る計画目標の令和２年における達成状

況は、以下のとおりです。 

（１）目標１ 

【船舶事故隻数の減少】 

本ビジョン計画期間最終年である2022年までに船舶事故（アクシデント）※隻

数を1,600隻以下とする。 

【達成状況】 

2020年（令和２年）における船舶事故（アクシデント）隻数は1,940隻でした。 

(隻) 
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※ 海上保安庁では、平成30年に民間救助機関により救助された事案も取り入れた上

で、船舶の運航に関連した損害や具体的な危険が生じたものを「船舶事故（アクシ

デント）」、これらが生じていないものを「インシデント」とする海難定義の変更を

行っており、「船舶事故（アクシデント）」に対策を重点化しています。 

  定義の見直しに係る詳細については、73ページで解説しています。 

 

（２）目標２ 

【ふくそう海域における大規模海難の防止】 

ふくそう海域における航路を閉塞するような社会的影響が著しい大規模海難の発

生数をゼロとする。 

【達成状況】 

令和２年におけるふくそう海域の大規模海難の発生数はゼロでした。 

 

（３）目標３ 

【ふくそう海域における衝突、乗揚事故隻数の減少】 

第３次交通ビジョン計画期間中の５か年平均の事故隻数42隻に対して、本ビジョ

ン計画期間最終年には、事故隻数を32隻以下とする。 

【達成状況】 

令和２年におけるふくそう海域の衝突、乗揚事故隻数は28隻でした。 

（隻） 

 

対象海域    : 航路及び航路付近海域(海上交通センターのレーダーサービスエリア) 

          ただし、名古屋港海上交通センターの全海域及び関門港以外の港域を除く 

対象事故隻数  : 総トン数100トン以上の船舶又は AIS 搭載船舶 
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（４）目標４ 

【台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数の減少】 

台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数（20トン未満の船舶を除く。）

について、第３次交通ビジョン最終年である平成29年の衝突、乗揚事故隻数４隻に

対して、本ビジョン計画期間（５年間）は年平均２隻に半減させる。 

【達成状況】 

令和２年の台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数は１隻でした。 
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第３章 海難の現況 

１ 船舶海難 

（１）概観 

令和２年に海上保安庁が認知した船舶海難隻数は1,961隻でした。 

これは、過去10年間において最も少ない海難隻数となりました。 

【船舶海難隻数の推移（過去10年間）】 

（２）船舶種類別 

令和２年の船舶種類別の船舶海難隻数は、プレジャーボートが 996 隻（51%）で

最も多く、次いで漁船 494 隻（25%）、貨物船 205 隻（10%）の順となっていま

す。過去５年間の船舶種類別の船舶海難隻数も、プレジャーボートが最も多く、次

いで漁船、貨物船の順となっています。 

【船舶種類別の推移（過去５年間）】 【船舶種類別の割合（過去５年間）】 

  

2,533 
2,261 2,306 

2,158 2,137 
2,014 1,977 

2,189 2,058 1,961 

0

1,000

2,000

3,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

減少傾向
過去10年間

で最少

205 186
267 253

205

630
543 539 510 494

878
929 981 970 996

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H28 H29 H30 R1 R2

（隻）
貨物船

タンカー

旅客船

漁船

遊漁船

プレジャー

ボート

その他

プレジャーボートが高止まり

プレジャー

ボート

4,754隻

47%

漁船

2,716隻

27%

貨物船

1,116隻

11%

タンカー

347隻

3%

遊漁船

333隻

3%

旅客船

231隻

2%

その他

702隻

7%

船舶海難隻数

（過去5年間）

10,199隻

（隻） 



第３章 海難の現況 

令和 2 年海難の現況と対策 15 

（３）海難種類別 

令和２年の海難種類別の船舶海難隻数は、運航不能が 863 隻（44％）で最も多

く、次いで衝突 389 隻（20%）、乗揚 256 隻（13%）の順となっています。 

過去５年間の海難種類別の船舶海難隻数も、運航不能、衝突、乗揚の順となって

います。 

【海難種類別の推移（過去５年間）】 【海難種類別の割合（過去５年間）】 

  

（４）死者・行方不明者を伴う船舶海難 

令和２年の死者・行方不明者を伴う船舶海難隻数は 32 隻で、船舶種類別では、

漁船が 17 隻（53%）で最も多く、次いでプレジャーボート 10 隻（31%）の順と

なっています。 

過去 5 年間においても、漁船、プレジャーボートの順となっています。 

なお、令和２年の船舶海難に伴う死者・行方不明者数は 97 人となっています。 

【船舶海難隻数の推移（過去 5 年間）】 【船舶種類別の割合（過去 5 年間）】 
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【船舶海難に伴う死者・行方不明者の推移（過去 5 年間）】 

 

（５）トン数別 

令和２年のトン数別の船舶海難隻数は、20 トン未満が 1,591 隻（81%）で最も

多く、次いで 500 トン以上 166 隻（8%）の順となっています。 

過去 5 年間においても、20 トン未満、500 トン以上の順となっています。 

【トン数別の船舶海難隻数推移（過去 5 年間）】 【トン数別の割合（過去 5 年間）】 
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２ 人身海難 

（１）概観 

令和２年に海上保安庁が認知した人身海難者数は2,605人で、そのうち、マリン

レジャーに伴う海浜事故者数※1が845人、マリンレジャー以外の海浜事故者数※2が

896人、船舶海難以外の乗船中の事故者数※3が864人となっています。人身海難に

おける死者・行方不明者数は1,011人で、そのうち、マリンレジャーに伴う海浜事

故者数が220人、マリンレジャー以外の海浜事故者数が594人、船舶海難以外の乗

船中の事故者数が197人となっています。 

※1 マリンレジャーに伴う海浜事故とは、遊泳中の事故や釣り中の事故等船舶に乗船しないで

活動した際に発生した事故をいいます。 

※2 マリンレジャー以外の海浜事故とは、岸壁からの海中転落や磯場での負傷等船舶に乗船し

ないで活動した際に発生した事故をいいます。（自殺を含む） 

※3 船舶海難以外の乗船中の事故は、衝突、乗揚、転覆等の船舶海難以外の事由により発生し

た船舶の乗船者の海中転落、負傷、病気等をいいます。 

 

【事故者数の年別発生状況（過去５年間）】 【死者・行方不明者数の年別発生状況（過去５年間）】 

  

（２）マリンレジャーに伴う海浜事故 

令和２年のマリンレジャーに伴う海浜事故者 845 人を事故内容別にみると、帰還

不能が 281 人で最も多く、次いで海中転落が 246 人となっており、これらで全体

の 62％を占めています。 

また、マリンレジャーに伴う海浜事故者のうち死者・行方不明者 220 人を事故内

容別にみると、溺水が 103 人（47%）で最も多く、次いで海中転落が 98 人（45%）

となっています。 
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【事故内容別事故者数の推移（過去5年間）】 【事故内容別死者・行方不明者数の推移（過去5年間）】 

  

（３）マリンレジャー以外の海浜事故 

令和２年のマリンレジャー以外の海浜事故者 896 人を事故内容別にみると、自殺

が 432 人（48％）と最も多く、次いで海中転落が 338 人（38%）となっています。 

マリンレジャー以外の海浜事故者のうち死者・行方不明者 594 人を事故内容別に

みると、自殺が 329 人（55%）と最も多く、次いで海中転落が 203 人（34%）と

なっています。 

【事故内容別事故者数の推移（過去 5 年間）】 【事故内容別死者・行方不明者数の推移（過去 5 年間）】 

  

（４）船舶海難以外の乗船中の事故 

令和２年の船舶海難以外の乗船中の事故者 864 人を事故内容別にみると、負傷が

409 人（47％）と最も多く、次いで病気が 263 人（30％）となっています。 

船舶事故以外の乗船中の事故者のうち死者・行方不明者 197 人を事故内容別にみ

ると、海中転落が 77 人（39％）と最も多く、次いで病気 66 人（34％）となって

います。 
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【事故内容別事故者数の推移（過去 5 年間）】 【事故内容別死者・行方不明者数の推移（過去 5 年間）】 
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第４章 海難の防止対策 

１ 船舶海難の防止対策 

（１）プレジャーボート海難の防止対策 

ア 傾向 

プレジャーボートの種類別では、モーターボートが655隻（66％）で最も多く、

次いでクルーザーボート80隻（8％）、水上オートバイ66隻（7％）の順となって

います。 

【種類別の推移（過去５年間）】 【種類別の割合（令和２年）】 

  

海難種類別では、運航不能（機関故障）が緩やかな減少傾向にあったものの令

和２年は増加し、また個別の海難としては最も多く発生している状況が続いてお

り、令和２年においては、プレジャーボート海難の23％を占めています。 
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【海難種類別の推移（過去５年間）】 【海難種類別の割合（令和２年）】 
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  イ 運航不能（機関故障）に係るバックグラウンド調査 

プレジャーボートにおいては、運航不能（機関故障）が毎年多い傾向にあるこ

と、令和２年はコロナ禍という状況にありながら運航不能（機関故障）の増加傾

向がみられたことから、背景要因を探るため、例年プレジャーボート海難が多く

発生する７月から９月までの３か月間を対象に、期間中に海難を起こした船舶

（対象船舶88隻）についてバックグラウンド調査を実施しました。主な調査結果

は次のとおりです。 

【故障箇所系統別の発生割合】 【機関の購入時における状態別の発生割合】 

  

 

【発航前検査での防止可否の発生割合】 【発航前検査防止不可の箇所別の発生割合】 

  

 

 

 

電気系, 23隻, 

26%

燃料系, 22隻, 

25%

冷却水系, 

16隻, 18%

軸系, 9隻, 

10%

シリンダ系, 

6隻, 7%

原因不明, 7隻, 8%

その他, 5隻, 6%

調査隻数

88隻

新品, 27隻, 

31%

中古品, 61隻, 69%

調査隻数

88隻

防止不可, 

63隻, 72%

原因不明, 

7隻, 8%

間違った整備, 

2隻, 2%

防止可能, 5隻, 6%

外的要因等, 11隻, 12%

調査隻数

88隻

キャブレターの不具合, 7隻, 11%

冷却水管の破損, 6隻, 10%

インペラの破損, 4隻, 6%

セルモーターの不具合, 5隻, 8%

燃料管の破損・つまり, 4隻, 6%

クラッチの不具合, 4隻, 6%

配線の断線, 3隻, 5%

エンジンオイル漏れ等, 3隻, 5%

点火プラグの不具合, 

2隻, 3%

バッテリーの劣化等, 

1隻, 2%

その他, 24隻, 

38%

調査隻数

63隻

発航前検査のみでは防止できない ８割以上 
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  ウ 事故事例 

事例１：運航不能（機関故障）～電気系の故障～ 

定期的な点検整備：なし 

発航前検査：あり 

事故概要：プレジャーボートＡは、釣り場を移動するため船外機を起動しようとした

が起動せず、航行不能となりました。 

     事故後の調査の結果、セルモーターに不具合が発生していたことが判明し

ました。 

 

事例２：運航不能（機関故障）～燃料系の故障～ 

定期的な点検整備：あり 

発航前検査：あり 

事故概要：プレジャーボートＢは、沖合いにて釣りをしていたところ、機関回転数に

異常が生じ、機関が頻繁に停止し航行不能となりました。 

     事故後の調査の結果、燃料配管の目詰まりが原因で燃料の供給が断たれて

いたことが判明しました。 

 

  エ 分析 

（ア）運航不能（機関故障）は、毎年のように200隻以上発生しておりプレジャー

ボートにおける単独の海難種類としては最多となるなど、高止まりの状況が続

いています。また、船舶海難全体でも発生数が最も多い状況となっています。 

（イ）バックグラウンド調査の結果から、運航不能（機関故障）は、中古品の機関

を購入した場合に多く発生する傾向が認められました。 

（ウ）バックグラウンド調査の結果では、キャブレターの不具合、冷却水管の破損、

冷却水ポンプのインペラの破損のように、小型船舶操縦者の遵守事項である発

航前検査を実施しその時点では正常に動作していても、航行中や錨泊後に帰港

するため機関を起動しようとした際に故障が発生するなど、発航前検査のみで

は防止できない海難が８割以上を占めました。 
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  オ 対策（当庁の取り組み） 

    プレジャーボートの船舶海難は全体の５割以上を占めており、中でも機関故障

が最も多く発生しています。 

機関故障で航行不能に陥ると風浪や潮流に流され磯場等へ乗揚げるなど、人命

に関わる大きな事故に繋がる恐れがあります。 

バックグラウンド調査の結果、同種海難を防止するため、これまで実施してき

た発航前検査の周知啓発に加え、整備事業者等による定期的な点検整備が重要で

あることが判明しました。 

このため、関係省庁、民間団体との連名によるリーフレットを作成の上、小型

船舶操縦免許の更新講習会場や現場での訪船指導時に配布するなど、整備事業者

等による定期的な点検整備の重要性について、積極的に周知啓発し、ユーザーの

安全意識向上を図っています。 

【機関故障が原因で磯場に乗り揚げたプレジャーボート】 【訪船指導】 

  

 

【マリーナに対する点検整備の周知啓発依頼】 【海難防止講習会】 
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【安全啓発リーフレット】 
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（２）水上オートバイ海難の防止対策 

ア 傾向 

  （ア）令和２年の水上オートバイ海難は、海難種類別では運航不能（操船技能不足）

が 12 隻（18％）で最も多く、次いで衝突と運航不能（推進器・舵障害）がそ

れぞれ 11 隻（17％）の順となっています。 

過去５年間の発生推移をみると、衝突が減少傾向にあるものの、毎年多発し

ています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【海難種類別発生割合（令和２年）】 

  

（イ）過去５年間に発生した水上オートバイの衝突について、衝突に至った原因で

最も高い割合を占めたのは操船不適切で、衝突原因の41%（73隻中30隻）を占

め、次いで見張り不十分（37%）の順となっています。 

【衝突の原因別発生割合（過去５年間）】 【衝突における経験年数別発生割合（過去５年間）】 
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  イ 事故事例 

事例１：衝突 ～見張り不十分、操船不適切～ 

事故概要：水上オートバイＡは直進で遊走し、水上オートバイＢはそのすぐ右後方で

追走中、水上オートバイＡが右後方を確認せずに右舷側に転舵したとこ

ろ、水上オートバイＢが避航できず衝突しました。 

水上オートバイＡの船長は肋骨骨折等で２週間の入院加療、水上オートバ

イＢの船長は腱板損傷等で５週間の入院加療となりました。 

 

事例２：衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：水上オートバイＣは停泊するために、停泊中の水上オートバイの手前でエ

ンジンを停止し惰行で航行していたところ、速力が落ちず衝突するおそれ

があったためエンジンを再起動し、避航しようとしましたが、間に合わず

衝突しました。 

船長に怪我はありませんでした。 

 

  ウ 分析 

（ア）水上オートバイは、ウォータージェットを推進力として水上を滑走する乗り

物であることから、船の特性を把握し、十分な操船技術を身に付けることが

求められますが、不適切な操船による事故や、操船経験が浅い者による事故

の割合が大きい状況にあります。 

（イ）見張りが不十分あるいは不適切なため、衝突直前まで相手船に気付かないま

ま航行するなど、衝突のリスクに係る危機意識が著しく欠如した状態で運航

し、事故を起こしている割合も大きくなっています。 

 

  エ 対策（当庁の取り組み） 

        水上オートバイの安全対策に関しては、国の関係機関や民間の関係団体と意見

交換会を開催し、水上オートバイを安全に安心して楽しむための注意事項を抽出

した上、ウォーターセーフティガイド（水上オートバイ編）として公表していま

す。 

令和２年度は水上オートバイ海難の多くを占める、運航不能（その他）（※復原

不能による漂流等）、衝突、運航不能（機関故障）を防止するため、新たに転覆時
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の復原方法、旋回の方法、発航前検査等に関する安全情報を同ガイドに追記した

ほか、安全啓発リーフレットを作成の上、小型船舶操縦免許の更新講習会場や現

場での訪船指導時に配布するなど、ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

 

【訪船指導】 【安全啓発リーフレット】 

  

 

【ウォーターセーフティガイド（水上オートバイ編）】 
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【Topics】水上オートバイに係る「天橋立海面利用安全対策協議会」の設立 

 

天橋立周辺海域では、レジャーシーズン中は日常的にマナーの悪い水上オートバ

イの迷惑行為に対する苦情が寄せられ、船舶交通の安全確保に苦慮していたことか

ら、自治体等によって、天橋立海面利用安全対策協議会が設立され、安心・安全な

航行に関する自主ルールが策定されました。 

同海域を管轄する宮津海上保安署では協議会設立の一助を担うべく地域の特性に

応じた安全対策を推進しています。 
 

【安全対策協議会の様子】 【文殊水道を航行する水上オートバイの状況】 

  

【合同パトロールの様子】 【水上オートバイに対する指導状況】 
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（３）ミニボート海難の防止対策 

ア 傾向 

  （ア）令和２年のミニボート海難は、海難種類別では転覆・浸水の発生割合が最も

多く、ミニボート海難全体の36%（103隻中37隻）を占めました。これは海難

隻数の増減はあるものの過去５年間同じ傾向を示しています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【令和２年海難種類別発生割合】 

  

（イ）過去５年間に発生したミニボートの転覆・浸水について、転覆・浸水に至っ

た原因で最も高い割合を占めたのは気象海象不注意で転覆・浸水原因の42%

（161隻中68隻）を占め、次いで船体バランスに対する不注意（19%）、操船

不適切（15%）の順となっています。 

【転覆・浸水の原因別発生割合（過去５年間）】 【気象海象不注意における風速別発生割合（過去５年間）】 
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  イ 事故事例 

事例１：転覆 

乗船者 ：１人乗船 

事故概要：事故者は沖合で釣り中、ボートの右舷側からあおり波を受けたことで転覆

し海中転落しました。消防救急隊に救助されましたが、搬送先の病院で死

亡が確認されました。事故当時は西の風３ｍ、波高1.5ｍで、救命胴衣は着

用していませんでした。 

 

事例２：浸水 

乗船者 ：２人乗船 

事故概要：事故者２人は沖合で釣り中、事故者Ａが船内を移動したことでボートが大

きく傾き、船尾から浸水し沈没しました。事故者２人は海中転落しました

が、付近航行船舶に救助されました。事故当時は西の風２ｍ、波高0.1ｍ

で、救命胴衣は２人とも着用していました。 

 

  ウ 分析 

（ア）ミニボート海難は毎年増加を続けている状況から、免許や船舶検査が不要で

手軽に利用できるという特徴や、インターネットショッピングで簡単に購入で

きるという環境もあり、急速に普及していると考えられます。 

（イ）浸水・転覆の原因である気象海象不注意に関して、過去５年間の合計では、

気象海象の不注意による浸水・転覆68隻のうち、その4割が出航の目安となる

風速４m/s 未満の環境下で発生していることから、風速だけでなく、人員や荷

物の搭載状況、活動海域の地形的環境などから総合的に安全運航の可否を判断

する必要があります。 

  （ウ）ミニボートは船体が小さく持ち運びが容易である反面、海上ではバランスを

崩しやすい特徴がありますが、釣りに夢中になり立ち上がったり、漁獲物を取

り込む際に片側に極端に寄ったりすることで、船体バランスが崩れてしまうと

いう特徴を十分に把握せずに活動し、転覆に至ったものも多く発生しているこ

とから、多くのミニボート所有者においてその特徴が十分に理解されていない

可能性があります。 
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  エ 対策（当庁の取り組み） 

    ミニボートの安全対策について国の関係機関や民間の関係団体と意見交換会

を開催し、ミニボートを安全に安心して楽しむための注意事項を抽出した上で、

ウォーターセーフティガイド（ミニボート編）として公表しています。 

令和２年度はミニボート海難の多くを占める転覆・浸水の防止対策として、乗

船者の動きや人工的に発生させた波がミニボートに及ぼす影響を検証し、その映

像をウォーターセーフティガイド（ミニボート編）に掲載するとともに、政府広

報室の動画作成に協力し、ミニボートの事故防止に関する動画を政府インター

ネットテレビに公開するなど、国の関係機関や民間団体等と連携し、ユーザーの

安全意識の向上を図っています。 

【訪船指導】 【政府広報インターネットテレビ】 

  

【ウォーターセーフティガイド（ミニボート編）】 【安全啓発リーフレット】 

  

レジャーを安全に楽しもうミニボートの事故防止 

海上保安庁海の安全推進アドバイザー 小野 信昭 氏 出演 
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（４）カヌー海難の防止対策 

ア 傾向 

  （ア）令和２年のカヌー海難は、海難種類別では運航不能（操船技能不足）の発生

割合が最も多く、カヌー海難全体の54%（41隻中22隻）を占めました。この傾

向は、海難隻数の増減はあるものの過去５年間同じ傾向を示しています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【海難種類別発生割合（令和２年）】 

 

（イ）令和２年に発生したカヌーの運航不能（操船技能不足）について、運航不能

（操船技能不足）に至った原因で最も高い割合を占めたのは操船不適切で運航

不能（操船技能不足）原因の36%（22隻中８隻）を占め、次いで気象海象不注

意（23%）の順となっています。 

【運航不能(操船技能不足)の原因別発生割合（令和２年）】 【操船者の経験年数別発生割合（令和２年）】 
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  イ 事故事例 

事例１：運航不能（操船技能不足）～復原不能による漂流～ 

事故概要：事故者は、カヌーに乗って釣りをしていましたが、天候の悪化による横波

を受けて転覆し、再乗艇できませんでした。その後、事故者は付近航行中

の漁船により救助されましたが、船体は行方不明となりました。 

 

事例２：運航不能（操船技能不足）～復原不能による漂流～ 

事故概要：事故者は、カヌーに乗って出航しましたが、風浪が強く、不安を感じて陸

岸に戻ろうとしたところ、横波を受けて転覆し、再乗艇できませんでした。

その後、事故者は消防により救助されました。 

 

  ウ 分析 

（ア）カヌーで活動する者にとって、転覆した艇に再乗艇するなど、セルフレス

キューに関する事項は刻々と海面状態が変化する海上で活動するにあたり身

に付けておくべき技術ですが、これを行えず、転覆した状態から復原できない

という操船技能不足による海難が５割を超えるなど、十分な知識・技能が備

わっていない者が多く活動していると考えられます。 

（イ）カヌーのように船体が細長く喫水も浅い船は、風浪の影響を受けやすい特徴

があり、天候変化などに対応できずに海難に至った事故者の割合も比較的高く

なっています。 

  （ウ）カヌー経験年数とカヤッカーの知識・技能の習得状況は必ずしも比例しませ

んが、経験年数が３年未満の者による事故が７割を占める状態であることから、

事故者の知識・技能不足は否めない状況にあると考えられます。 

 

  エ 対策（当庁の取り組み） 

カヌーの安全対策について国の関係機関や民間の関係団体と意見交換会を開

催し、カヌーを安全に安心して楽しむための注意事項を抽出した上で、ウォー

ターセーフティガイド（カヌー編）として公表しています。 

令和２年度はカヌー海難の多くを占める運航不能（操船技能不足）（※復原不能

による漂流）、運航不能（荒天難航）の防止対策として、転覆した艇に再乗艇する

方法（セルフレスキュー）や気象・海象に関する安全情報を同ガイドに追記した
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ほか、民間団体やカヌー販売店と連携し、安全啓発リーフレットの配布やカヌー

スクール等での海難防止講習等を実施するなど、ユーザーの安全意識の向上を

図っています。 

【カヌー愛好者に対する安全指導】 【安全啓発リーフレット】 

 

 

【ウォーターセーフティガイド（カヌー編）】 
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【Topics】安全推進パドラー認定制度 

 

第八管区海上保安本部では、カヌーや SUP の愛好者の安全意識の高揚及び自主的

な安全活動の促進を目的として、これらアクティビティに対する高い見地や技術を

有し、地域に多大なる影響力を持つパドラーを『安全推進パドラー』として認定し

ています。 

令和２年度はシーカヤック初心者向けに作成した安全啓発動画を海上保安庁

YouTube に投稿するなど、安全推進パドラーと協力の上、カヌーや SUP の海難の抑

止・減少を目指しています。 

YouTube 掲載動画 『教えて！安全推進パドラーさん』 
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（５）漁船海難の防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和２年の漁船海難は、海難種類別では衝突の発生割合が最も多く、漁船海

難全体の20％（494隻中101隻）を占めました。この傾向は、海難隻数の増減

はあるものの過去５年間同じ傾向を示しています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【海難種類別発生割合（令和２年）】 

  

（イ）令和２年に発生した漁船の衝突について、衝突に至った原因で最も高い割合

を占めたのは見張り不十分で衝突原因の78％（101隻中79隻）を占め、次いで

操船不適切（９％）の順となっています。 

【衝突の原因別発生割合（令和２年）】 【衝突における操船者の経験割合（過去５年間）】 
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【衝突相手船の船舶種類割合（過去５年間）】 【漁船海難のＡＩＳ搭載状況割合（過去５年間）】 

  

 

  イ 事故事例 

事例：衝突 ～見張り不十分～ 

漁船Ａ ：見張り不十分（漁労作業中）、ＡＩＳなし 

漁船Ｂ ：見張り不十分（魚群探知機に傾注）、ＡＩＳなし 

事故概要：漁船 A は、漁船 B に気づいていましたが、自船が操業中のため漁船Ｂが避

けると思い込み一本釣り漁を続け、漁船 B は操業場所を移動中、魚群探知

機に傾注し、お互いに見張りを疎かにした結果、衝突しました。 

     衝突の衝撃で漁船 A の船長は頭部打撲等負傷しました。 

 

事例：衝突 ～見張り不十分～ 

漁船Ｃ ：見張り不十分（漁労作業中）、ＡＩＳなし 

貨物船Ｄ：操船不適切（相手船が避航と臆断）、ＡＩＳあり 

事故概要：漁船Ｃは、貨物船Ｄに気づいていましたが、距離が離れているため漁獲物

の選別作業を優先し周囲の見張りを適切に行っておらず、また、貨物船Ｄ

も漁船Ｃに気づいていましたが、漁船Ｃが避けると思い込み漫然と航行す

るなど、お互いに見張りを疎かにした結果、衝突しました。 

 

  ウ 分析 

（ア）漁船は魚群探知機などを活用して最適な操業ポイントを探しながら航行する

などの一般船舶とは異なる運航をする場合が多いため、他の種類の船舶と比較
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して見張り不十分による衝突の割合が高くなっています。 

（イ）漁船による衝突は、他の種類の船舶と比較しても、同船における経験年数が

10年以上の割合が極めて高く、過去５年間で８割を超えており、ベテラン操船

者ほど危機意識を高く持って操船する必要があります。 

  （ウ）船体が大きく洋上でも容易に識別できる貨物船やタンカーなどの大型の船舶

との衝突も多い反面、大型の船舶に自船の位置や針路などを容易に伝えること

ができる船舶自動識別装置（ＡＩＳ）を搭載している漁船が少なく、事故防止

への活用が十分に図られていません。 

 

  エ 対策（当庁の取り組み） 

令和２年の漁船海難を海難種類別にみると、衝突が特に多く、原因別にみると

見張り不十分によるものが最も多くなっています。 

    このため海上保安庁では衝突等を防止するため、各種海難防止講習会や訪船指

導、水産庁が支援する安全推進員養成講習等の機会を活用し、操業中に疎かにな

りがちな見張りの徹底を呼びかけるとともに、関係機関と連名で作成したリーフ

レットを活用して AIS※の搭載が海難防止に有効であることも併せて周知・啓発

を行っています。 

    ※ＡＩＳ（船舶自動識別装置）は船名、船舶の位置、針路、速力等の安全に関する情報を VHF 電波に乗せ

て相互に自動的に送受信するシステムです。AIS は雨や波の影響を受けず、荒天時でもお互いの位置、針

路等が確認できることから、衝突防止に役立てることができます。 

 

【漁業協同組合への訪問指導】 【漁船への訪船指導】 
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【衝突・乗揚注意喚起リーフレット】 

 

 

【AIS 周知・啓発リーフレット】 
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（６）遊漁船海難の防止対策 

ア 傾向 

  （ア）令和２年の遊漁船海難は、海難種類別では衝突の発生割合が最も多く、遊漁

船海難全体の47％（62隻中29隻）を占めました。この傾向は、海難隻数の増減

はあるものの過去５年間同じ傾向を示しています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【海難種類別発生割合（令和２年）】 

  

（イ）令和２年に発生した遊漁船の衝突について、衝突に至った原因で最も高い割

合を占めたのは見張り不十分で衝突原因の83％（29隻中24隻）を占め、次い

で操船不適切（14％）の順となっています。 

【令和２年衝突の原因別発生割合】 

【見張り不十分が原因の衝突のうち、衝突相手船

の初認の有無別割合（過去5年間）】 
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【船舶種類別 衝突における見張り不十分の割合（過去5年間）】 

 

  イ 事故事例 

事例１：衝突 

遊漁船Ａ：見張り不十分 

貨物船Ｂ：操船不適切 

事故概要：遊漁船Ａは釣り客10人を乗船させて出港し港内を航行中に、貨物船Ｂは入

港のため港内を航行中に衝突しました。遊漁船Ａに乗船していた船長含む

計12人全員が海中転落し、うち１人が死亡、４人が負傷しました。 

事故当時、遊漁船Ａは貨物船Ｂの動静を把握しておらず、貨物船Ｂは遊漁

船Ａが避けてくれるだろうと臆断していたことが衝突の原因です。 

 

事例２：衝突 

遊漁船Ｃ：見張り不十分 

貨物船Ｄ：見張り不十分 

事故概要：遊漁船Ｃは釣り客９人を乗船させて漂泊しながら遊漁中に、貨物船Ｄは目

的地に向け航行中に衝突しました。遊漁船Ｃに乗船していた釣り客２人が

打撲等の負傷を負いました。 

事故当時、遊漁船Ｃは釣り客の世話に気を取られて見張りをしておらず、

貨物船Ｄもチャートワークに没頭し見張りしていなかったことが衝突の

原因です。 
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  ウ 分析 

（ア）過去５年間における遊漁船の衝突原因は、85%が見張り不十分であり、これ

は全ての船舶種類の中で最も高い割合です。 

（イ）過去５年間における遊漁船の衝突で見張り不十分が原因であったもののうち、

衝突相手船の存在に気付いていなかったものが58%と過半数を超えており、安

全運航に対する意識が希薄になっている可能性があります。 

 

  エ 対策（当庁の取り組み） 

遊漁船の海難を海難種類別にみると、衝突が特に多く原因別にみると見張り不

十分によるものが最も多くなっています。 

遊漁船は複数の釣り客を乗船させるため、ひとたび海難が起これば、多くの負

傷者を伴う大事故に繋がりかねません。そのため、遊漁船事業者には高い安全意

識が求められています。 

このことから、海上保安庁では水産庁、都道府県と連携し「遊漁船業務主任者

講習」、「遊漁船安全講習会」などの機会を活用し遊漁船事業者の安全意識の高揚・

啓発に重点的に取り組むほか、訪船指導により見張りの徹底等について周知・啓

発を行っています。 

【遊漁船に対する安全啓発活動】 
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【遊漁船安全講習会】 

 

 

【遊漁船事業者に対する注意喚起リーフレット】 
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（７）貨物船海難の防止対策 

ア 傾向 

  （ア）令和２年の貨物船海難は、海難種類別では衝突の発生割合が最も多く、貨物

船海難全体の44％（205隻中91隻）を占めました。この傾向は、海難隻数の増

減はあるものの過去５年間同じ傾向を示しています。 

【海難種類別発生推移（過去５年間）】 【海難種類別発生割合（令和２年）】 

  

（イ）令和２年に発生した貨物船の衝突について、衝突に至った原因で最も高い割

合を占めたのは操船不適切で衝突原因が35％（91隻中32隻）を占め、次いで

見張り不十分（34％）の順となっています。 

【衝突海難の原因別推移（過去５年間）】 【衝突海難の原因別発生割合（令和２年）】 
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【台風・異常気象下における貨物船海難の推移

（過去５年間）】 

【トン数別 衝突原因（見張り不十分、操船不適

切別発生状況（過去５年間）】 

  

 

  イ 事故事例 

事例１：衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：貨物船Ａは入港調整のため港外で漂泊中、船尾から迫ってくる漁船を把握

していましたが、漁船が避けるだろうと臆断し汽笛信号を行わず漂泊し続け

た結果、漁船と衝突しました。 

     衝突により、貨物船Ａは外板に多数の損傷を受けました。 

 

事例２：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：貨物船Ｂは出港後、船長が単独で操船しており、レーダーの画面が暗かっ

たことから、手動操舵の舵輪から手を放し、見張りをすることなく輝度調整

を行っていたところ、防波堤に接近していることに気付き、面舵をとるも間

に合わず、防波堤と衝突しました。 

衝突により、貨物船Ｂは外板に長さ約20ｍの損傷を受けました。 

 

  ウ 分析 

（ア）衝突海難の原因中、操船不適切と見張り不十分が占める割合は著しく大きい

が、1,000トン未満では、見張り不十分による衝突が多く、1,000トン以上では

操船不適切による衝突が多いなど、船形によって傾向が異なる結果となりまし

た。 
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（イ）令和2年は我が国への台風の接近や上陸が例年と比較して少なかったという

影響もあり、台風等によって走錨し、他の船舶や物件に衝突するといった事故

は少なかった。 

 

  エ 対策（当庁の取り組み） 

海上保安庁では、貨物船等の大型船舶は衝突海難の割合が高い傾向にあること

を踏まえ、毎年７月に官民が一体となって展開している「海の事故ゼロキャンペー

ン」等を通じて、常時適切な見張りの徹底や船舶間コミュニケーションの促進な

どを指導しています。 

また、昨今の頻発・激甚化する台風等の異常気象の状況を踏まえ、令和２年度

から同キャンペーンに「荒天時における走錨等に起因する事故の防止」を加え、

走錨事故防止ガイドライン等を活用し、官民一体となった事故防止の取組みを徹

底しております。 

さらに、霧が多発する時期においては、視界が制限され、衝突海難の蓋然性が

高まるため、適切な見張りの徹底や安全な速力での航行の指導など、地域の特性

を考慮した海難防止活動を実施しています。 
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２ 通航量の多い沿岸域における船舶海難の防止対策 

（１）ふくそう海域の海難の防止対策 

  ア 傾向 

ふくそう海域（東京湾・伊勢湾・瀬戸内海・関門港）では、１日平均約3,000

隻の船舶通航量があります。 

令和２年のふくそう海域における船舶海難隻数は810隻で、海難種類別の隻数

は、衝突が204隻（25％）で最も多く、次いで運航不能（機関故障）142隻（17％）、

乗揚117隻（14％）の順となっています。 

【海難種類別推移（過去 5 年間）】 【海難種類別の割合（令和２年）】 

  

 
【船舶種類別推移（過去 5 年間）】 【船舶種類別の割合（令和２年）】 
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イ 当庁の取り組み 

ふくそう海域の安全対策については、海上交通センターにおいて、レーダーや

ＡＩＳ等により船舶の動静を把握し、船舶航行の安全に必要な情報提供を行って

います。 

また、大型船の航路への入航間隔の調整、不適切な航行をする船舶への勧告や

巡視船艇と連携した航行指導等を行っています。 

 

 

  

東京湾海上交通センター（神奈川県横浜市） 
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（２）準ふくそう海域の海難の防止対策 

ア 傾向 

準ふくそう海域（ふくそう海域を結ぶ東京湾湾口～石廊埼沖～伊勢湾湾口～潮

岬沖～室戸岬沖～足摺岬沖の各海域を経て瀬戸内海に至る海域）における令和２

年の船舶海難隻数は124隻でした。 

また、海難種類別の隻数は、衝突が26隻（21％）で最も多く、次いで運航不能

（機関故障）と運航不能その他がそれぞれ25隻（20％）となっています。 

【船舶種類別推移（過去 5 年間）】 【船舶種類別の割合（令和２年）】 

 
 

 
【海難種類別推移（過去 5 年間）】 【海難種類別の割合（令和２年）】 
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イ 当庁の取り組み 

準ふくそう海域の安全対策については、海上交通センターがＡＩＳにより船舶

の動静を把握し、船舶航行の安全に必要な情報提供を行っています。また、準ふ

くそう海域は、船舶交通量が多く、複雑な進路交差部が生じるため、重大海難が

発生する蓋然性が高くなっています。 

このため、バーチャル航路標識を活用しつつ、海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ

条約）に基づき、国際海事機関（ＩＭＯ）指定の推薦航路による整流化対策を伊

豆大島西岸沖以外の海域においても導入すべく、和歌山県潮岬沖の推薦航路につ

いて採択を得るため、国際海事機関への提案手続きを進めています。 

今後とも船舶航行の安全に必要な情報を的確に提供するとともに、ＡＩＳを活

用した乗揚や走錨を監視するシステムの改善を図り、海難の未然防止を一層推進

します。 

 

（３）台風、異常気象時における海難の防止対策 

ア 傾向 

令和２年の台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数は１隻でした。 

（隻） 

 

 

イ 当庁の取り組み 

平成 30 年９月に、台風 21 号による強風の影響で走錨したタンカーが関西国際

空港連絡橋へ衝突した事故を受け、「荒天時の走錨等に起因する事故の再発防止に
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港などの臨海部の施設を選定し、台風接近時等にこれらの施設周辺海域で錨泊制限

や監視の強化等を実施することとしました。 

また、令和元年９月９日、台風 15 号が東京湾を直撃した際、走錨した貨物船が

南本牧はま道路へ衝突するなど複数の事故が発生したことから、特に勢力の大きな

台風が湾全体を直撃する際は、台風の影響の少ない湾外への避難を推奨することと

したほか、同会議における新たな提言を踏まえ、令和２年においては、時間的余裕

をもって湾外等へ避難できるよう、港外避難勧告の発令時期の前倒し等の運用の改

善、走錨事故を防止するためのガイドラインの作成・周知、走錨事故防止対策を行

う臨海部の施設の追加、海上交通センターからの錨泊船舶の情報提供等を実施しま

した。 

さらに、近年の台風等の異常気象が頻発・激甚化する状況を踏まえ、対策を強化

すべく、令和２年６月 11 日、走錨等に起因する事故の再発防止等に係る更なる安

全対策のあり方ついて交通政策審議会に諮問し、令和３年１月 28 日、 

・船舶の湾外避難、湾内の錨泊制限等の勧告・命令制度 

・海上空港等の臨海部の施設周辺海域等における走錨等に起因する事故の防止の

ための情報提供、危険回避措置の勧告制度 

などの法制度の創設が必要との答申を得たことから、湾外避難勧告等の法制化を目

指すなど、引き続き、走錨等に起因する事故対策を推進することとしています。 
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【走錨事故防止ガイドライン】 
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３ 人身海難の防止対策 

（１）マリンレジャーに伴う海浜事故の防止対策 

ア 遊泳中における海難の防止対策 

（ア）傾向 

ａ 令和２年における遊泳中の事故者数は231人で、このうち死者・行方不明

者数は73人でした。事故内容別にみると、海水誤嚥などによる溺水が最も多

く113人（49%）で最も多く、次いで帰還不能94人（41%）の順となってい

ます。 

【事故者数、死者・行方不明者数の推移（過去5年間）】 【事故内容別事故者数の割合（令和２年）】 

 
 

ｂ 令和２年に発生した遊泳中の溺水事故について、事故者の年齢層別で最も

高い割合を占めたのは10歳代で溺水事故者の21％（113人中24人）を占め、

次いで60歳以上が20％、30歳代14％の順となっています。 

  また、溺水事故の原因について、事故者数が最多の10歳代で最も高い割合

を占めたのは無謀な行為で29％（24人中７人）を占め、次いで周辺環境に対

する不注意と実施中の活動に対する不注意がそれぞれ17％となっています。 

c 令和２年の海水浴場の開設状況に係る海上保安庁の調査では、全国1,156箇

所のうち469箇所（41％）が海水浴場を開設しない（不開設海水浴場）こと

が判明（令和２年７月16日時点）し、７月から８月の期間にこれら不開設海

水浴場で発生した遊泳中の死傷者は１人でした。 
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【溺水事故の年齢層別発生割合（令和２年）】 【溺水事故の原因別発生割合（令和２年）】 

  

d 令和２年は、コロナ禍の影響で多くの海岸において海水浴場が開設されな

かったために、安全管理がなされていない海岸で発生した遊泳中の溺水事故

は、遊泳中の溺水事故全体の86％（113人中97人）を占めました。 

【溺水事故発生場所別の割合（令和２年）】 

【海水浴場（遊泳可能）】 

遊泳可能な海水浴場 

【海水浴場（遊泳不可）】 

高波等により遊泳が一時的に禁止となっている状

況、又は夜間など遊泳が認められていない時間帯にお

ける海水浴場 

【遊泳禁止海域】 

自治体等から遊泳禁止とされている海域 

【その他】 

上記以外の海域 

 
 

 

 

  （イ）事故事例 

事例１：溺水（不開設海水浴場における事故） 

事故概要：事故者は、友人と一緒に海水浴場を訪れ、2人でスノーケルを使って泳い

でいたところ溺れてしまい、友人の後方で泳いでいたために気づかれるこ

となく海底に沈んでしまいました。 

     消防により救助されましたが、搬送先の病院で死亡が確認されました。 

10歳代, 24人, 

21%

60歳以上, 

22人, 20%

30歳代, 16人, 14%

40歳代, 15人, 

13%

10歳未満, 

14人, 12%

50歳代, 12人, 

11%

20歳代, 10人, 

9%

溺水者数

113人 自己の過失, 

18人, 75%

自己の過失以外, 

6人, 25%

無謀な行為, 

7人, 29%
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知識技能不足, 

2人, 8%

気象海象不注意, 

1人, 4%

他人の過失, 

3人, 12%

原因不明, 

3人, 13%

10歳代 溺水者（令和２年）24人

その他, 80人, 

71%

遊泳禁止海域, 

12人, 11%

海水浴場（遊泳不可）,

5人, 4%

海水浴場（遊泳可能）, 16人, 14%

溺水者数

113人

安全管理がなされていない海岸で発生 86％ 
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事例２：帰還不能（遊泳禁止海域における事故） 

事故概要：事故者は、同級生２人と遊泳禁止海域で泳いでいたところ、同級生ととも

に溺れてしまい、同級生は救助されましたが、事故者は行方不明となりま

した。捜索の結果、海底に沈んでいるところを救助されましたが、搬送先

の病院で死亡が確認されました。 

 

  （ウ）分析 

ａ 令和２年における遊泳中の事故者数が過去５年間で最少となったことに

ついては、コロナ禍の影響で海水浴場として開設されなかった海岸が多く、

自治体等からも注意喚起が積極的になされていたこと、梅雨明けが例年に比

べ遅れるなど天候不順が続いたことが複合的に影響したと考えられます。 

    ｂ 遊泳中の事故はその約９割が、監視員が配置されていないなど安全管理が

なされていない海岸で発生しており、遊泳者に海の危険性に係る知識が十分

に浸透していないことが考えられます。 

 

  （エ）対策（当庁の取り組み） 

海上保安庁では、遊泳中の安全対策について、国の関係機関や民間の関係団 

体と意見交換会を実施し、遊泳を安全安心に楽しむための注意事項を掲載した 

ウォーターセーフティガイド（遊泳編）を公表しています。 

 令和２年度はフロートや開設されていない海水浴場に関する安全情報を同

ガイドに追記したほか、安全管理がなされていない海岸における事故を防止す

るため、地方自治体や警察、日本ライフセービング協会等と連携し、遊泳区域

の明示やライフセーバーや監視員が配置されている海水浴場で遊泳を行うよ

うに注意喚起を行いました。 

 さらに新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から教育機関における

プール授業の実施が見送られたことを鑑み、教育委員会等と調整の上、プール

授業の実施を見送った教育機関において座学の安全教室を実施しました。 
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【関係機関との合同パトロール】 【若年層に対する安全教室】 

 
 

【オンライン安全教室】 

 
 

【ウォーターセーフティガイド（遊泳編）】 【安全啓発リーフレット】 

  




















































